
 

国際分類第１１－２０１８版対応の作成に当たり 

 

世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）で開催された第２７回ニース国際分類専門家委員会（平成２８年

５月）での議論の結果、来年１月に発効する国際分類第１１－２０１８版が決定されました。 
 特許庁では、この国際分類第１１－２０１８版を踏まえ、商品及び役務の区分に属する商品又は役

務について規定する商標法施行規則別表の一部改正（平成２９年経済産業省令第８８号 平成２９

年１２月２７日公布）を行い、国際分類第１１－２０１８版に対応した改正部分が平成３０年１月１

日に施行されます。 
 そこで、「類似商品・役務審査基準〔国際分類第１１－２０１８版〕」においては、

商標法施行規則別表の一部改正に対応し、また類否関係をより明確にすべき商品及び役

務について表示の明確化等を行います。 

なお、「類似商品・役務審査基準〔国際分類第１１－２０１７版〕」から、ユーザーの

利便性向上を図るため、国際分類表に掲載の商品又は役務を参考表示として掲載することと

いたしました。 

 

 主な改訂点は以下のとおりです。 

（１）国際分類及び省令別表の改正に即した改訂例 

＜類移行＞   第２８類 「シュノーケル」 → 第９類 

＜追加＞    第３４類 「電子たばこ」 

＜表示変更＞  第１６類 「接着テープ」 → 「事務用又は家庭用の接着テープ」 

 

（２）表示の明確化、商取引の実情の変化等に伴う見直し例 

＜表示変更＞  第１２類 「除雪車」 → 「鉄道用除雪車」 

＜表示変更＞  第３０類 「氷砂糖」 → 「氷砂糖（調味料）」 

＜類似関係変更＞第１４類 「腕時計」 → 「腕時計 （備考）『腕時計』は、第９類『腕

時計型携帯情報端末』に類似と推定する。」 

 

 

 本審査基準が、商品又は役務に関する審査の円滑な運用に資することを望みます。 
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